
高齢者や障がい者等であることを理由に、入居拒否をされないこと。

最低限度の広さ（規模）や性能を持った住宅を市場で見つけられること。

生活保護受給者
（自立支援給付（仮称））

住宅手当受給者
（求職者支援給付（仮称））

◆住宅セーフティネット（技術的側面）◆住宅セーフティネット（技術的側面）【【住宅の質の確保等住宅の質の確保等】】

◆住宅セーフティネット（社会的側面）◆住宅セーフティネット（社会的側面）【【入居拒否への対応等入居拒否への対応等】】

生活保護受給者
（生活保障給付（仮称））

稼働年齢層稼働年齢層 高齢者層高齢者層

ステップ
アップ

住宅セーフティネットの位置付け（将来像）

◆住宅セーフティネット（経済的側面）◆住宅セーフティネット（経済的側面）【【一定の家賃負担で住宅確保一定の家賃負担で住宅確保】】

生
活
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制
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の

生
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に
応
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住宅まちづくり部
追加資料



住宅セーフティネット（経済的側面）対象世帯数推計

1,818円/㎡
1,521円/㎡
1,233円/㎡
1,213円/㎡
1,156円/㎡

市場家賃

４１．６万世帯

１人世帯は６０歳以上高齢等
２人以上世帯は全世帯を
対象とした場合の
必要年収未満世帯

設定条件 一定の住宅を
確保するのに
必要な年収
（必要年収）

全世帯を対象とした場合
の必要年収未満世帯数

家賃負担率 居住面積

16.5%～24.1%
（世帯人数、
所得に応じて
設定）

１人世帯 ２５㎡
２人世帯 ３０㎡
３人世帯 ４０㎡
４人世帯 ５０㎡
５人世帯 ５７㎡

1人245万円
～

5人374万円
６０．８万世帯

（万世帯）

◆対象者については、国が全国一律に示している収入分位25％（高齢者等は40％）による基準の
考え方を見直し、大阪の世帯人数、家賃負担率、居住面積等から府独自の基準を設定する。

仮に下記の条件で設定した場合の推計は次ぎのとおり。

６０歳以上の

高齢者等

６０歳未満

１９．６万世帯１９．６万世帯

１０．１万世帯

１１．９万世帯

－

１０．１万世帯

１１．９万世帯

１９．２万世帯

３人世帯以上

２人世帯

１人
世帯

※家賃負担率：収入に対する家賃の割合

※必要年収の算出方法（1人世帯の例）
必要家賃：25㎡×1,818円/㎡=45,450円
この家賃を家賃負担率（この場合22.3％）で
支払える年収を算出
45,450円÷0.223×１２ヶ月＝245万円
⇒245万円以下の世帯を対象世帯とする。



公社・ＵＲ

府営住宅

府営住宅を

市場家賃化

府民住宅

府営住宅の府民住宅化のイメージ

民間賃貸住宅

等の活用

バウチャー等
（国費等による財源）

地域支援施設等

福祉施設等

民間賃貸住宅

公社・ＵＲ

民間賃貸住宅



公社・ＵＲ13.6万戸 39.2万戸

４１．６万世帯

１０．１万世帯

１１．９万世帯

１９．６万世帯

合計

3人世帯以上

2人世帯

１人世帯

（60歳以上の高齢者等）

公営住宅 24.3万戸
（生活保護世帯2.2万世帯含む）

低家賃住宅
5.7万戸

民間住宅 153万戸

高円賃・高専賃

福祉施設等

生活保護9.2万戸


